
本市における標準化の考え方

国が示す標準化の目的・効果

コスト削減・
ベンダーロックイ

ンの解消

システム調達・維持管
理・制度改正対応等のコ
ストが減少する

システム間のデータ移行
の円滑化に繋がりベン
ダーの切り替えが容易に
なる

行政サービス・
住民の利便性の

向上

行政手続きを役所に行か
ずに実現できる

必要なサービス提供が迅
速に行われる

行政運営の
効率化

標準準拠システムに合わ
せて事務処理の見直しが
できる

システムの共通化やAI・
RPA等のデジタル技術の
導入、外部人材の活用が
できる

 市民サービスの利便性や満足度の向上とともに、業務の効率化・高度化と行政コストの適正化が求められていることころであ

り、住民系情報システムを標準準拠化へ移行することが、本市業務の全庁的な見直し・再構築の絶好の機会と捉え、更なる業

務効率化や生産性の向上を図ることを目的としています。

心構え

業務所管の府省から発出される
標準仕様や業務フローを前提とした、

現行業務との共通点／相違点
(Fit & Gap)の確認と分析

標準化の範囲外となる業務も
含めた上で、標準準拠システム移行後

のあるべき姿を
イメージした業務運用の検討

業務所管課の垣根を超えた窓口(フロ
ント)及びバックオフィスの業務プロ
セスの見直しや、デジタル技術を活用
した業務基盤の必要性について議論

目指すべき将来

行政サービスの
ワンストップ化や
書かない窓口化など

市民サービスの利便性や
満足度の向上

市役所の窓口となる
業務所管課における
職員の業務効率化と

生産性の向上



本市における現行の業務システム一覧

 標準化対象業務に対する本市の現行業務システムの一覧を以下に示します。

・本市の標準化対象システムはマルチベンダー構成であり、スクラッチ開発・パッケージ製品をカスタマイズしたものを運用しています。

・現行システムの大部分は、自治体独自施策など標準化範囲外の機能や、標準化対象外の機能を有しています。

業務名 システム名 標準化対象

住民記録
住民記録システム
住基ネットシステム

〇
×

選挙人名簿管理
選挙システム
期日前・不在者投票システム

〇
△

固定資産税
固定資産税システム
家屋評価システム

〇
△

個人住民税
個人住民税システム
確定申告システム

〇
△

法人住民税
法人住民税システム
電子納税システム

〇
△

軽自動車税
軽自動車税システム
電子納税システム

〇
△

就学
就学援助管理システム
学齢簿管理システム

〇
〇

国民年金 国民年金システム 〇

国民健康保険 国民健康保険システム 〇

後期高齢者医療 後期高齢者医療システム 〇

介護保険
介護保険システム
介護認定支援システム

〇
△

障害者福祉 障害者福祉システム 〇

生活保護 総合福祉システム 〇

健康管理 健康管理システム 〇

業務名 システム名 標準化対象

児童手当 児童手当システム 〇

児童扶養手当 児童扶養手当システム 〇

子ども・子育て支援 子ども・子育て支援システム 〇

戸籍
戸籍総合システム 〇

戸籍附表

印鑑登録 印鑑登録システム 〇

収納・滞納
収納管理システム
滞納管理システム

〇
〇

その他

福祉医療助成システム △

公営住宅システム △

学校給食システム ×

墓地管理システム ×

し尿処理手数料管理システム ×

ごみ処理手数料管理システム ×

住登外システム ×

〇：標準化対象
△：関連システム
×：標準化対象外



住民情報系業務システムの構成

 本市住民情報系業務システムの現状における構成イメージは以下のとおりです。

仮想化基盤

オープン系システム

住民情報系システム

住民記録 選挙人名簿管理 固定資産税 個人住民税 法人住民税 軽自動車税

就学 国民年金 国民健康保険 後期高齢者医療 介護保険 障害者福祉

児童手当 児童扶養手当 収納管理

標準化対象外業務

印鑑登録

標準化対象業務

その他

生活保護 健康管理

戸籍

戸籍附票

子ども・子育て支援

滞納管理システム

その他

その他

学校給食システム

墓地管理システム

し尿処理手数料
管理システム

ごみ処理手数料
管理システム

期日前投票
不在者投票名簿管理

家屋評価システム

確定申告システム

電子納税システム 介護認定システム

福祉医療助成
システム

公営住宅システム

関連システム



本市が令和7年度までに想定する作業工程

 現時点で本市が想定している工程表は以下のとおりです。効率的かつ速やかに標準準拠システムへの移行を行うため、業務所

管課における各業務(システム)単位での比較結果を基に全体移行計画等を検討して、令和５年度中に策定を予定している移行

計画において、標準準拠システムへの移行時期及び移行順序等を決定することを想定しています。

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

情報収集、基本方針検討

全体の移行計画策定

業務システム現状分析

標準仕様書とのFit & Gap分析、
業務見直しの基本方針検討

標準準拠システム等に関する調査

業務見直し、
各業務の移行計画詳細化

サービス選定、調達

標準準拠システムへの移行、
条例・規則等の改正

移行計画検討
移行計画策定
(令和5年度中)

デジタル推進室
で実施

業務担当課で
実施

第1グループ

第1グループ

第2グループ

国のイベント ・第1グループ標準仕様書公開
・自治体DX推進手順書公開

・第2グループ標準仕様書公開
・第1グループ標準仕様書更新
・共通要件(データ要件・連携要件)の標準仕様公開
・ガバメントクラウドの共通機能・セキュリティ方針決定

第2グループ


